
平成30年12月第4回定例会

質問者 質　問　の　要　旨

（１）
今後の公共施設のあり
かたについて

（２）
太陽光発電施設の規制
について

（３）
関西電力体育施設の取
り扱いについて

野球場、テニスコート、卓球場、自転車置場、ゲートボール場、駐
車場についての行政の考え方を問う。

（１） 避難所の対応について

・
旧深日火葬場解体後、墓地用整備ができているが、新規募集がさ
れていません。いつから募集を始めるのか。

（３）
健康増進への取り組み
について

（１）
阪神高速道路湾岸線延
伸について

（２）
第二阪和国道の孝子ラ
ンプについて

（３）
多奈川地域の公共下水
道計画について

・ 道路管理システムへの活用

・ 相談業務への活用

・ 職員の業務支援への活用

・ 岬町内の自主防災組織はどのようなものか

・ 林道・ハイキングコースの整備について

（１）
災害時の役場の対応に
ついて

（２）

岬町の景観を保全する
ための、太陽光発電の
ソーラーパネル設置に関
する規制について

松尾 　匡

台風や大雨によって各地で太陽光発電所の被害が発生している。
町内での太陽光発電所の計画とその影響規制への取り組みの考
えを問う。

・

一括

奥野 　学

多奈川地域への公共下水道の認可区域について

（２） 深日墓地関連について

民間企業との連携により、健康、長寿増進を計り、医療費の削減
を目指す。

一問一答

・

老朽化している公施設の今後のあり方と本庁舎の建替えについて
の考え方を問う。

一　般　質　問　通　告　一　覧　表

質問事項

出口 　実

・

一問一答

一問一答

和田 勝弘

竹原 伸晃

（１）

・

一問一答

・

・

一問一答

・

・

避難所が夜間に停電となった場合、照明の準備はどの様に対応し
ているのか。

一問一答
・
春、秋の彼岸、お盆、年末・年始には墓参りの方の車で、駐車場
が少ないため大変混雑となります。
臨時駐車場の対応策を要望する。

一問一答
・

阪神高速道路湾岸線岬町への延伸要望について

一問一答
第二阪和国道の孝子ランプに信号機の設置を・

AIの導入による自治体
行政の効率化について

自動翻訳システムへの活用一問一答

避難所となる集会所の整備、防災倉庫内の資機材の充実につい
て

一問一答
・森林を守る作業者の後継者不足による弊害について

（３） 山の管理について

（２）
大規模災害時自主防災
組織の役割について

一問一答

一問一答

・

警報時などに発足される岬町の災害対策本部。
その配備態勢や設置期間についてお聞きします。
また避難所の開設や管理運営に関する、役場職員の対応につい
てお聞きします。

一問一答

・

岬町に急増中の、田畑や山間等で行う太陽光発電事業。
昨年12月に同様の一般質問をし、景観の保全や災害対策のため
の町独自の規制の設置を検討することになっていますが、その後
の進捗状況などをお聞きします。



質問者 質　問　の　要　旨質問事項

・
①台風21号発生直後の初期対応について（ブルーシートや土のう
の配布・災害ごみの収集の周知、停電への対応など）

・

②被害の救済について（大阪府下の被害における被災者生活再
建支援法に準じた支援金の扱い、ブロック塀撤去に係る補助金の
遡及請求・期限の延長、今後の修繕に伴い発生する災害ごみの
扱い、災害見舞金の対象を「一部損壊」へも拡大することなど）

・

③空き家対策について（台風被害を受けて以前調査した空き家の
ランク付けが変更している可能性があるため再調査が必要ではな
いか、危険な状態の家屋については今後どのように対応するの
か）

・
①発電事業の計画地内にある「源蔵山」の歴史的価値をどう認識
しているか

・
②太陽光発電事業の計画に当たって、関連する法律や条例には
どんなものがあるか

・③今回の進出において法や条例の逸脱はないのか

・
④過去の岬町内での太陽光発電事業の中で、法や条例への逸脱
はなかったか

（１）
住民の健康増進 につい
て

・住民表彰制度について

（３）
子どものスポーツ教育に
ついて

町職員の政策提案制度について

・小学校・中学校の部活動等について

国民健康保険被保険者の健康づくり事業について

（２）

一問一答

・

一問一答

坂原 正勝
活力あるまちづくりにつ
いて

・

一問一答

一問一答

中原 　晶

・
⑤環境アセスメントを義務付けることが必要だと考えるが、町の考
えは

（２）
旧深日ゴルフ場跡地を
中心とした太陽光発電
事業について

（１）
災害に強いまちづくりに
ついて～台風21号の被
害を受けて～

一問一答

・
④今後の災害に活かすべき教訓について（町と自治区や自主防
災組織との連携、公共施設の耐震化・強風対策など）


